
亀田市長に対する問責決議 

 

橿原市が実施する燃料油（白灯油、プロパンガス）の購入契約に関して、本議会は、本

件契約内容について疑念が払拭できなかったことから、調査特別委員会を設置し、地方自

治法第１００条第１項に基づく調査を実施した結果、その契約方法が不適切であったと結

論づけた。 

これに対し執行部は、燃料油（白灯油、プロパンガス）の購入契約に関する１００条調

査特別委員会調査報告結果を踏まえ、令和７年１０月以降から、契約方法を見直すと明言

し、令和７年度一般会計予算案を可決させたにもかかわらず、令和７年４月に亀田市長他

を被告とする住民訴訟が提訴されて以降、司法判断に影響があることを理由に、一般競争

入札に移行する手続きを停止し、１年半が経過しようとしている。 

今回、令和８年９月定例会において、１０月以降の燃料油について、補正予算が計上さ

れたことから、再度契約方法について確認するも、依然として契約の見直しを進めるとの

回答はなく、結審後の対応についても言及することはなかった。 

 

本来自治体の首長は、高い倫理感と法令順守が求められ、市民の負託に応える公正で誠

実な市政運営に努める責務がある。 

しかしながら、契約方法を見直しするとの公言を遵守しない今回の亀田市長の姿勢は、

市政に対する市民の信頼を根底から失墜させ、本市の名誉と信用を著しく傷つけるもので

ある。 

よって、本議会は亀田市長の政治的・道義的責任は極めて重大であると断定し、ここに

同市長に対し、責任を問い、厳重に問責するものである。 
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